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経済学研究 49-3

北海道大学 1999.12

連邦型ネットワークの経営戦略と組織能力

西村友幸

I 序

近年，経営学の分析単位が単一組織から組織

間ネットワークへと拡張されつつある。この背

景には，①企業聞の戦略提携 (strategic alli-

ance) ll，②わが国における企業グループ経営2)

③企業，行政機関，非営利組織 (NPO)3)といっ

た多数の組織から構成される地域の競争力，等

に対する関心の増大がある。

組織間ネットワークないしネットワーク組

織4)は，互いの活動を支援したり補完するため

に，密接に協調する複数の独立した組織の集合

体と定義される(大滝他， 1997， pp. 179-180)。

1)戦略提携とは， 2つ以上の企業が結びついて個別企

業では不可能なことを行うことであり，ジョイント・

ベンチャーのような資本関係を伴うものと，技術提

携，販売提携，共同生産のように資本関係を伴わな

いものとがあり，非常に多岐にわたる。山倉(1993)

を参照。

2)従来，わが国の企業グループでは，親会社の下に関

係会社〔子会社・関連会社)群が階層的に配置され，

親会社が各関係会社を個別的・直接的にコントロー

ルし，子会社や関連会社は個々に経営努力を行う管

理体制が採られていた。この体制を「関係会社管理む

と呼ぶ。しかし近年では，親会社対各関係会社の

個別対応をベースに考えられてきた関係会社管理か

ら脱却し，企業グループ全体の統合力と成長性を確

保するために，より明確な戦略を志向した「グルー

プ経営」への転換が進展している。寺本 (1990)を

参照。関係会社管理からグループ経営へのシフトは，

単独決算ではなく連結決算重視の流れの中で一層加

速化するであろう。伊藤 (1999)を参照。

3) NPOに関しては小島 (1998)，山内(1999)を参照。

4)本稿では，組織間ネットワークとネットワーク組織

を同義に用い，以下組織間ネットワークという用語

で統一する。

組織間ネットワークにもいくつかの形態がある

が，その中の 1つが連邦型ネットワークである。

連邦型ネットワークは，法的に独立した複数の

加盟組織 (affiliates) とそれらを調整する連

邦管理組織 Uederationmanagement organi-

zation;以下FMOと略記)とによって構成さ

れた組織間ネットワークである (Warren

1967; Provan， 1983)。欧州連合 (EU)の統合，

コンソーシアムを通じた共同研究開発 5)の増加，

わが国における持ち株会社解禁等，連邦型ネッ

トワークの興隆が加速しつつある。

しかしながら，連邦型ネットワークをいかに

マネジメントすべきかに関しては，一部の先駆

的研究を除けばほとんど分析されてこなかった。

そこで本稿では，連邦型ネットワークのマネジ

メントを経営戦略，組織能力およびネットワー

クの競争優位性の観点から考察する。

研究の動機は以下の 2点である。第1に，単

一組織ではなく組織間ネットワークによる集合

戦略 (collectivestrategy) 6)を解明する必要が

あるからである。上述の戦略提携や企業グルー

プ等の動きに見られるとおり，今日のビジネス

は単一組織ではなく組織間ネットワークによっ

て展開されている。組織間ネットワークの中で

も，特に連邦型ネットワークにおいては，多様

性と目的の共有イ七日ローカルとグローパルといっ

5) R & Dコンソーシアムは， 2社以上の組織が共同研

究開発のために自らの資源をプールする新しい法的

実体であり，限定的目的のために一時的に提携を形

成した組織の集団である。佐々木(1995)を参照。

6)集合戦略についてはAstley& Fom brun (1983)を
参照。
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i選邦殺ネットワークの夜務戦略と紘織能力 間対

造業1 綴織悶ネットワークの4類型と相13:作用の終性

組織間ネットワークの類型

連邦期 連合型
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ワーダーシップ.-lj- ~きいコミットメント 量童話芝なコミットメン よるニットのリーダー ニヱニットのリーダ…
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トメント トメント トメント

立ニットの定裂化さ 潟い

れた集団志向

〈出所)Warren (1967)， p .406を一部修正。

たパラドックスに対応するための組織設計が不

可欠マある (Handy，1992)0 したがって，逮

ットワークが法的に独立したお銭組織と

FMOとによって檎殺されていることを考慮し

つつ，偲部組織令超えた全体の戦略が分析され

なければならない。

2に，水平島な相依存関揺にある組織酷

ネットワークの仔動とメカニズムを解明する必

る。従来の研究は，参加する諸経識が義

直的に椙互依得した組織間ネットワークを対象

としている (Miles& Snow， 1992)。垂直的諮

互依符は，異なった製造段階に位置する組織間

し，財やサーピスの所有権の移転をとも

なう結互依存である。この種の組織問ネットワー

クに対しては，取引コスト (Williamson，

1975)や側議連毅 (Porter，1985) といっ

概念が趨用され，研究が版関されている。他方，

適度 低;ぃ ほとんど、ない

諸組織の簡で財やサービスの議有権の移転がな

に相互依存した組織間ネットワ…クの

研究は立ち遅れている。この水平的な組織間ネッ

トワークを代表するのが連邦連立ネットワークで、

あり 7うその勤の把握と理論の構築が求めら

れている。

ヱド繍の構成は以下のとおりである。まず日節

ットワ…クの概要を説明する。つづ

くm蔀で連邦型ネットワークのマネジメントを
分析するための枠組を提示するとともに，持続

を携成するお経営戦略，@綴織能力，@ネット

ワークの競争優位性の3繋索について検討する。

lV節ではこれら さ
C ット

7-)垂直的な総綴照粉亙依存形態では，豪華綾部の関係そ

媒介する FMOのようなサード・パーティは手fftし
ないことが多いo Pennings (1981)を参燦。
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ワークの経営戦略と組織能力に関する仮説を提

示する。最後のV節では，連邦型ネットワーク

のマネジメントの研究課題を提示する。

E 連邦型ネットワーク

1 組織間ネットワークの1っとしての連邦型

ネットワーク

従来，連邦型ネットワークの研究は，コミュ

ニティーにおける諸組織 (Litwak& Hylton， 

1967)やユナイテッド・ウェイ (Provan et 

al.， 1980) 8)等の非営利組織を対象としてきた。

非営利組織間でのネットワークは，営利企業閣

のビジネス・システムがネットワークとして把

握される (Thorelli，1986; Jarillo， 1988) 以

前から，数多く研究されてきた 9)。例えば

Warren (1967)は，組織間ネットワークにお

ける諸組織の相互作用の相違にもとづき，①単

一型 (unitary)，②連邦型 (federati ve)，③  

連合型 (coalitional)，④社会選択 (social

8 ) Provan et al. (1980)の研究は，連邦型ネットワー
クの加盟組織に該当するヒューマンサービス組織と，

連邦管理組織 (FMO)に該当するユナイテッド・

ウェイの聞のパワー関係を調査している。なおユナ

イテッド・ウェイは，営利企業と従業員を主な対象

に営利企業内で組織的な募金活動を行っている全米

最大の共同募金団体であり，わが国の共同募金会に

ほぼ相当する組織である。小島(1998，p. 20)を参
照。

9 )組織間ネットワークの研究は，組織間関係

Cinterorganizational relationship; IOR)への着
目から生じた。 IORとは，諸組織の聞に見られる
相対的に持続性を持ったりンケージのことである

(Oliver， 1991)0 IORは3つの分析レベルを用いて
研究されている (Vande Ven et al.， 1979)。最も
単純なアプローチは，一対の組織閣の関係(ダイア

ド関係)を分析するものである。 2つ目のアプロー

チが，焦点組織 (focalorganization)と他組織の
聞の多様なダイアド関係を分析するものであり，

Evan (1966)の組織セット・モデルがその鳴矢と
なっている。しかし IORは非常に複雑なため， こ
れら 2つのアプローチでは適切に説明しきれない。

したがって，諸組織のネットワーク全体を分析レベ

ルとして措定する第3のアプローチが用いられる。

choice)の4つの組織間ネットワークの類型を

提示している(表1)。

表 lに示すように，相互作用は，①全体目標

に対するユニットの関係，②全体的意思決定の

所在，③権限の所在，④分業の構造的規定，⑤

リーダーシップ・サブシステムへのコミットメ

ント，⑥ユニットの定型化された集団志向，の

6つの次元で把握される。これら 6次元は，組

織間ネットワークの強度Cintensi ty )を示す

1つの次元に集約することが可能である

(Miller et al.， 1995)0 Miller et al. (1995)に

よれば，強度は，組織間ネットワークのコミッ

トメントの強さと公式性のレベルを表し，

Weick (1979)の結合 (coupling) という概念

に類似している。

Whetten (1981)は，強度の連続体上に見ら

れる 3種類の組織間ネットワークを議論してい

る。最も強度の低い組織間ネットワークが相互

調節 (mutualadjustment)であり，ここでは

組織間ネットワーク全体がほとんど共通目標を

持たない。関係は一時的であり，各組織の上位

レベルの管理者が関与することは少ない。した

がって，相互調節は取引のための統治構造の 1

つである市場 (Williamson，1975; Thorelli， 

1986) とほぼ同義であり，上述の Warren

(1967)がいう社会選択ともほぼ同義である。

他方の極には法人 (corporate)関係があり，

単一組織内のようにメンバー組織が中枢管理の

公式コントロールの下におかれている。法人関

係は強く成文化され，全体目標への注意が喚起

される。これら両極の中間に， Whettenは提

携 (alliance)を位置づけている。提携は， 自

律的でありながら相互に依存している諸幸田裁を，

公式の権限がないまま調整しようとする組織間

ネットワークである。提携はさらに，①連邦

cf巴deration) と②連合 (coalition) の2つの

タイプに分けられる。連邦は，中枢管理ユニッ

トが組織聞の調整を媒介するより強い提携であ

る。他方の連合は，集権化されたユニットを創

出せずに，調整が各組織の直接交渉に基づいた
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提携である。

ネットワークは，それ以外のいくつか

も他の総議開ネットワークとは輿なる O

D' Aunno & Zuckerman (1987) によれば，
邦型ネットワークは，(D成員資擦の基準を設定

することによって基準与を満たさない組畿を排除

することができるため，業界関体 Ctradeas-

sociation)とはIZ引され，窃3つ以上の組織

き込むために複雑'陸が増大し，ジ詔イント・

ベンチャーのような2つの組識懇のつンケージ

とも区別される。 またEvan& Olk (1990)は，

連邦捜ネットワークの lつで、ある R&Dコンソー

シアムが，メンバー組識から完全に怒り離せ

ない，@成議資格の交替が起こりうる，という

2つの点でジョイント・ベンチャーとは異なる

としている。

2 連邦型ネットワークの形成

ットワークは，独立した複数の龍費

総織 Caffiliates)とそれらを調整する連邦管

暗号塁議ぽMO)とによって構成された組議題

ネットワークである。 FMOを観上告せず，調整

が各級毅の直接交渉に委ねられた経織関ネット

ヴ…クは上述のように連合型ネットワークと呼

ばれ警連邦捜ネットワークとは区別される。

邦型ネットワークへの加盟組織は，

決定をFMOに譲渡する。加盟組織は，少なく

ともFMOが管理している事項に関しては，連

邦。ネットワーク全体の科益のため しな

ければならないが，ぞれ以外の事項に鰐しては

自律性与を保持している。地 FMOはすべて

の加盟組織のために活動しなければならない

CProva丸 1983)。したがって，ニtージェンシー

理論 (Jenseぉ&Meckling， 1976; Eisenhardt， 

1989)の枠組を黒いれば，連邦捜ネットワーク

においては加盟組織がプリンシパル(依頼人)，

FMOがエージェント(代期人〉という関保に

なるくFleisher，1991)。この関係は，最高緩営

責任者を中心とした戦略尖 (8も出土egicapex) 

CMintzb♀rg， 1979)がブりンシパル，ぞれ以

エージ i ントとなる企業内関係とは正

反対である。

それでは，なぜFMOが創出され連邦型ネッ

トワークが彰成されるのであろうか。 FMO

加盟組織を調整し諜介する組識であり，

関 〈白co∞or吋d占必桁i訂叩na叫tinga姥gen沿芯勾ア)'均べ0

O訂rg伊a仙n凶l吋lZ拍atio∞Z汲1)戸uω)あるい;はま委託組犠釘ren七
O伎r吋芯ga凱おばlZ鵠ationω)12的〉等と呼ばれることも品必うる O

Iぷ明rak& Hylton (1962)によれば，調整機隠

されるべき独立組識の数が中韓度で

ある，争組識問の相互依手子が適度なレベルにあ

る，ゆ相互依穿が高度に知覚されている，④加

盟認識の活動が遠震に標準化されている，場合

に展開される G また， Pfeffer & Salancik 

(1978)によれば，互いにリンケージを発展さ

せようとする組織が数多くある場合，組織簡の

椙互依存を龍進し管理するために集権的構造が

襲爵される。彼らの議論を要約すると，連邦型

ネットワークの形成嬰因は，綴織の数および総

機関の相瓦依存であると

Provan (1983)は，連安1)型ネットワークiこ

関する包括的な研究を議初に試みた。設によれ

ば，連邦型ネットワークが彰成される繋躍とし

て，上記の総議の数と相互依存以外に，①加盟

組織の日擦と連邦都ネットワークのマネジメン

トの役訴との矛;乱②連邦警ネットワークどを形

成すべきであるという外圧，の 2つの要問があ

る。独立した加盟組畿が舎の矛盾そ知覚し

FMOを形成する場合，連邦袈ネットワークは

C voluntary)と呼ばれる O 第三者が

FMOを形成し担擦を予定している組織に

ットワークへの参加そ義務づnjる場合，そ

の連邦建立ネットワークは委在型 Cmandated)

と呼ばれる。

D' Aunno & Zuckerman (1987) は，病院拐

のネットワークを事例!として絞り上げ，連合抵

10) Litwak & Hyl七on(1宮62)，
11) Evan (1966)，うv[etcalfe(1976)， 
12) Trist (1983)， 
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連邦弘融機整の組織間構造の変遷を記述する 主権分立， φ加盟組織と連邦型ネットワーク
ことにより，連邦型ネットワークのうイフ・サ

イクル・モデソレを提示している。彼らによれば，

複数の籾織(病諜〉が資襟の相瓦補完のために

まず迷合型ネットワークを形成する。この連合

型ネットワーク影互支の条件として，組簸を取り

巻く環境の不確実性，患想、の共有，競争的では

なく共生的な関誌等が挙げられる。連合型ネッ

トワークはやがて，管理グループであるFMO

の創出により連邦型ネットワークへと移行するo

FMOは，。加盟鑑識が自身にとって鎮護ある

資滅与を連邦型ネットワークに依存するようにな

り，②加盟組織が連邦型ネットワーク全体の活

したり，践的を遂行するため

時間を持っていないことが判慢した場合に形成

されるl九

以上のような非営不IJ頼議後対象とした連邦袈

ネットワークの研究とは別に，企業が遊渉Z型ネッ

トワークへと変化しつつある現象が報告されて

いるoOiJえばGhoshal& Bartlett (1990)は，

今日の多国籍企業を，士事理的に分散しかっヨ壊

がそれぞれ巣なる海外子会社〈加盟組織)と本

器親会社 (FMO) とからなる連邦裂ネットワ

クとして第揮している。 Handy(1992) は，金

と昌的の共有イヒ， ローカルとグロー

パルといったパラドックスに車問しているため，

連邦捜ネットワークへの遂を歩みはじめている

と述べる。彼は，連邦型ネットワークとしての

き5つの器製として， φサブシ
ディアリティー14)争多元主義，③鑓習法，④

13) D' Aunno&Zuckerman (1987)のライフ・サイク

ノレ・モデルは，さらに巡邦型ネットワークの成熟お

よび重量大な岐路について説明している。逮邦準ネ y

トワークの成熟とともに，主喜怒綴織が FMOiこ対す

る依存度会強与さ， Z義務化が滋む。しかし，このよう
な動さきは，加盟総織の白線数と FMOによるコント

ロールの必要性との間に滋藤を生み，逮郊型ネット

ワ…クを不安'!EIこする。この不安定伎が療関で，迷

爽3製ネットワーヲはより集権的えよ階!醤型ネットワー
クへと移行するか，もしくはき5緩組織の脱i援により
解体するか，の重重大な岐路を迎える。

14)サブシディアリティー Csubsidiarity)とは，キリ

体の 2つへの帰属意識，を提示している O

O'Toole & B総数is(1992) は，連邦型ネット

ワークは共通目的のために統一令国りながら恕

盟組織の韻域殺を維持セきるので，一枚岩の組

畿と比較しで様位性を発揮するとし， Handyと

同様に成立;した連邦型ネットワークに見られる

繁遍的な特徴を提示している 15)。

以上の分析より，連邦捜ネットワークの特徴

は次のとおりである。

(1) 連邦型ネットワ…クは，複数の加5華経識と

FMOによって構成された経議開ネットワ

クであるoFMOの存荘は，譲歩B型ネット

ワークを連合型ネットワークから区別す判る。

(2) FMOは，鵡援組織の多様性とネットワー

ク全体の目標の共有fとの2つを問時に達成

しようとする。

部企業とは異なり舎達邦捜ネットワークにお

スト数社会倫理に起滅後持つ残念で，まず後室長や近

隣社会などの小さな組織による総支扶助が滋重きであ

り，政府など大きくよ音sIこ位義援する組織はこれらの
鶴での樹立扶助が機能しなくなってはじめて救済に

乗りだすべきである，という考え方告という。このi疑

問は，欧州統合にあたっても再確認定払欧州連合

条約 CTreatyon E司rむpe品ぉ Union，通称マースト

リヒト条約.1993年1Ul発効〉に[共同体 (EU)

は このま条約により議官尽される争後線とそこに設定さ

れた呂的の範囲内において活動する。その排他的機

i裂の外のうを聖子では，共同体;ま，サブシディアリティ
の係員1]1こ従い，緩翼獲された行動の目的が加盟国によっ

ては十分には主主威容れす¥ぞれゆえに，縫案された

行量誌の緩霊園るるいは効泉という理由により，共肉体

によりよく主童話支され得る場合にのみ，かっその限り

において，行動する。災民体のいかなる行動も， こ

の条約の尽的を達成するのに必要警な範囲を餓えては

ならないJe定められ，組織駁燃として公式に掲げ
られた(山内， 19鈴〉。なお， Handy (1ぬのはサブ

シディアリティーとは逆機限委譲 (reverseお1e答a-

tion)のことでみると述べ'z'いる。

15)それらは，1)泳主義権化 Cnon-centralizatio心， 2) 

交渉主義 Cnegotiati∞alism)，3)立憲主義〈むon
stitutionalism)， 4)領峻性 (territoriali ty )， 5) 

権力のパランス Cbal制lceof power)， 6)自律倣

(autonomy)，の8つである。
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表 2 連邦管理組織 (FMO)の役割

61(273) 

名称 役割

焦点、組織 諸組織の多様な期待の統合

(focal organization) -文化的統合:組織の目標と組織間ネットワークの目標

との適合

-規範的統合:特定の組織からの圧力の抑制

-伝達的統合 組織間コミュニケーションの促進

-機能的統合組織聞の活動の意識的な連結

委託組織 -既存の関係と活動の規制ー基本ルールの確立と価値基

(referent organization) 盤の維持

-新規のトレンドや課題の認識・望ましい未来について

の共有イメージを開発

-インフラストラクチャーの支援 資源，情報共有，特

殊プロジェクトなと

連邦管理組織 -加盟組織間，加盟組織とネットワーク外の要素の聞の

(FMO) 資源フローをコントロールする。

-外部環境に対するパーゲニング・ポジションを改善す

る。

管理グループ -加盟組織に対する管理グループの重要性や代替不可能

(management group) 性を高める。

-加盟組織に便益を与えるような目的を達成する。

-個別の加盟組織の利益がときには妥協されなければな

らないという共有された理解を構築する。

戦略尖 -戦略の策定と実行

(strategic apex) -組織聞の努力の統一性の確保

-メンバーシップの確定と修正

表3 任意型ネットワークと委任型ネットワーク

任意型 委任型

加盟組織→FMO

低い

加盟組織

FMO→加盟組織

高い

FMO 

いては，加盟組織がプリンシパルであり，

FMOがエージェントである。
とである。さらに，他の組織や組織間ネットワー

クと相互に作用し合うこともFMOの役割とし

ては重要である。

3 FMOの役割
連邦型ネットワークにおいては，加盟組織が

自らの専門能力を活かした活動を行い，それ以

外の事項をFMOに委譲する。他方， FMOの主

な役割は，加盟組織聞の相互依存を調整するこ

これまでの研究から， FMOの役割は表2のよ

うに整理される。 FMOの役割は，研究者によっ

てさまざまであるが，要約すれば以下の2点で

ある。第lは連邦型ネットワーク全体を取り巻

く環境への適応に関するものであり，第2は連
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~1 連邦型ネットワ…クのマネジメントの分析枠組

墾議駿略

ノー¥

邦型ネットワーク内部の管理に践するものであ

る16)。ただし，連邦型ネットワークにおいて

体に関わる決定は加盟組轄の批准を必要とする

(Wa玄関n，1967)。そのため， F日Oはこれらの

自由裁量で議行できるのではなく，加盟

組織との協議あるいは加盟組織からの示認を混

じて遂行する。 FMOの活動に対して揺盟組職

が関与する程度，あるいはよ控に加盟題識の活動

に対してFMOが関与する模震は，連邦捜ネッ
トワークごとに異なると考えられる。次1闘で検

るように，連安s型ネットワークにもいくつ
かのタイプがあり，タイプの異なる連邦型ネッ

トワークは，相互に翼なるメカニズムやマネジ

メントょの要請を持つであろう。その意味で，

(992)が指摘した連邦型ネット

ワークの 5原員立は，普遍的というより状況に応

じて適用されるべき性賞のものであ

4 連邦裂ネットワーク

以上の先行研究の検討から，巌i理ネットワー

クに関して 2類裂が析出される。ヌド犠では，

16) Kerwood (19告のは緩滋筒ネットワークの研究に

おいて，外線環境への適応と内務の調獲をそれぞれ

外部の絡会 Cexternalcωpling) ，内部の絡会

(intθrn乱1coupling)と呼んでいる。

Provan (983)にしたがって， ネット

ワークを摂;滋型 (voluntary) と委任型 (manω

dated) とに瀬型化する。韻者の任意型ネット

ワーク;ふ非営幸IJ組織の事{f1J1こ見られるとおり，

ネットワークがFMOを彰戒することに
よって連邦型ネットワークへと発援したもので

ある。この冊意型ネットワークの強震は結対的

に抵い。後者の委任型ネットワークは，

られるとおり， はじめにFMOが
れ，そのFMOが加盟組織を募集するこ

とで連邦型ネットワークが形成8れるか，もし

くは潜層型の組織が先権北を通じ℃連邦軍ネッ

トワークへと移行したものである。こ

ネットワークの強度は相対的に高L、また，

ットワークにおけるパワーの所程が加盟

組畿であるのに対い委任型ネットワークにお

けるパワーの所在はFMOである。これら在意

型ネットワ…クと委任型ネットワークは表3の

ように対比される。

E草分析枠組

連邦霊ネットワークのマネジメントを分析す

るための本研究の枠組は岡1に示すとおりであ

る。上坊のように， FMOの役割として
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型ネットワーク内部の管理だけでなく，連邦型

ネットワークの外部環境への適応も挙げられる。

後者の外部環境への適応のためには，ネットワー

ク全体の経営戦略を形成し，またその戦略を展

開できる組織能力を構築し，連邦型ネットワー

クが他組織や他の連邦型ネットワークとの聞の

競争優位性を持続することが不可欠である。い

うまでもなく，組織能力は個々の組織が持つ能

力ではなく，連邦型ネットワーク全体が持つ能

力である。

1 連邦型ネットワークの経営戦略

上述のように，連邦型ネットワーク内の加盟

組織聞の相互依存形態は水平的である。また，

FMOは調整を行う主体であり，経常的な事業

の主体は加盟組織である。水平的に相互依存し，

経常的な事業を展開する複数加盟組織の場合に

は，加盟組織聞の事業を差別化の観点から考察

することが可能である。差別化戦略は， もとも

と単一企業における戦略であり， 1つの企業が

複数セグメント聞で差別性を確立することを指

す CAbell，1980)。単一企業の戦略は，非差別

化と差別化のいずれかである。

この差別性の概念を連邦型ネットワークに適

用するならば，連邦型ネットワークの戦略は，

非差別化(各加盟組織が同質の事業を展開する)

か差別化(各加盟組織が異質の事業を展開する)

のいずれかである。ただし，非差別化か差別化

かの程度は，単一企業の本社のようにFMOが

一方的，上意下達的に決定できるとは限らなし、。

FMOの働きかけだけでなく， FMOからは独立

した加盟組織の自律的な行動もまた，連邦型ネッ

トワークの差別化の程度を決定する要因である。

2 連邦型ネットワークの組織能力

連邦型ネットワークが全体として戦略を追求

するためには，連邦型ネットワーク内部の資源

や能力が蓄積・展開されなければならない。

単一企業を資源の束として把握する視座は，

企業理論の中で長い歴史を有してきた

CPenrose， 1959; Wernerfelt， 1984; Barney， 

1991)。こうした視座は， 資源ベース観

Cresource-based view;以下RBVと略記)と呼

ばれ， Porter (1980)に代表される業界構造観

Cindustry structure view)的とは異なった含
意を有している。 RBVによれば，企業は，希

少で模倣困難で代替不可能な資源ないし能力

Ccapability or competence)を持つことによ

り，高業績を獲得できる。

資源や能力の定義は，論者によって異なる。

しかし，市場で交換可能な資源よりも企業が内

的に蓄積する能力のほうが，企業に対してより

大きな競争優位を提供するという点ではおおむ

ね一致している CChristensen，1996)0 Amit & 

Schoemaker (1993)によれば，企業は静態的

で移転可能な資源の束であり，資源はダイナミッ

クかっ相互作用的な企業に特殊なプロセスを通

じて能力へと変換される。したがって，能力は

資源を含み，資源に持続可能な価値を注入した

ものである CMadhok，1997)。

RBVによれば，企業は資源あるいは能力の

探査(巴xploration)と活用 Cexploitation)の

双方を追求する必要がある CPenrose，1959; 

March， 1991; Madhok， 1997)0 March (1991) 

によれば，探査は新たに知られつつある物事の

追求であり，革新やリスクテーキング，新規事

業への参入等を指す。他方，活用はすでに知ら

れた物事の利用と発展であり，改善や標準化等

を指す。探査と活用はトレードオフの関係にあ

り，企業は 2つの聞のダイナミックなバランス

を達成する必要がある。探査なくして活用だけ

を強調することは，既存の競争優位性の枯渇を

招くからである。他方，活用をともなわない探

査は，探査から得られる潜在的な便益を実現で

きず，資源を浪費することになるからである

CMadhok， 1997)。

17) Porter (1980)によれば，企業は魅力的な業界構造
(相対的交渉力，業界への参入障壁や業界内の移動

障壁など)の中に身を置くことで高業績を獲得でき

る。
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複数の組織によって構成怠れる連邦型ネット

ワークに対して， と話用の概念を適用する

ならば以下のようになる。探査とは，連邦郡zネッ

トワーク内のある組識が新たな知識を開発する

こみである O 佳方の活用とは，当該組織によっ

て関発された知識を連邦型ネットワーク内の的

組織へと移転することであるヘ探査が行われ

ない場合には，連邦準ネットワークの現在の競

争霊位性はやがて消失する。また，ある組織に

よって探査済みの事柄を却の組織がゼロから鰐

るととは，努力の主義接である。こ

盟避するためには，知識をすでに時発・保有し

ている組織から，その知識を必要としている組

織に対して知識が移転されるべきである。

探査と諮問の効率性向ょのためには，①探査

もしくは活用に必要な資源、の議積，命活用に際

しての知識の送り子と受け手の鵠のコミ品ニケー

シ百ンと情報システム，@初頭艦識や FMOに

対するコントロールといった点が考慮されなけ

ればならないくGrant， 1996; Thomas & 
Trevino， 1993)。

3 ネットワ…クの競争稜位性

連邦型ネットワ…ク毛色合む組織関ネットワー

クがいかなる麓争優続性を持つのか，おるいは

いかなる動機に基づいて形或されるのかに関し

では多くの研究がある。Oliver(1990)は，組

識がいかなる璃自で，またいかなる条件のドで

他組織との関係を篠立するのかという抵長から，

騒議開ネットワ…クの形成繋霞を6 して

18)総謀議開ネットワ…クのゆでの組織から他組織への

知識移転ば組織関学習(interorgani za ti onal 

learning)と呼ばれて考察きれてきた〔浅田， 1991多

Levinson & Asahi， 1995; 工品ne& Lubatkin， 

l約8)。しかし送り手の持つ知識の繁が低ければ，

知識移転〈総織街ギ努)の符完主役iま低い。活用lこ対

するワターンは， i活用のそデルとなる探査のレぺん

に依存しtごいる。 Levinthal& lv1arch (1993)安委李

総。また，活F誌に際しての知識の受け手の吸収意義力
Cabsorptive capacity)も重要である。 Cohen& 

Levinthal (1号90)を参娘。

いる。それらは，①必婆投，②非対称性，@五

欝首位，命能率，⑤安定性，昏正当性である。ま

たLukeet al. (1989)は，組織間ネットワ

クの形成が，買収や内部拡大を通じた新市場参

入方式に詑べて抵コストe'Jうり，スピードの向

上とりスクの抵減という擾能性を持っとしてい

るo寺本(1990)は，組織間ネットワーク促進

の条件として， CDスピード・ニζコノミーの実現，
②スケープ・エコノミーの実現，金リスクの軽

誠・分散，の3つを挙げている。

要約すれば，紹識問ネットワークの競争優投

性は，倒別経識が単独では実務できないような

何らかの補完性を逮成することである。この点

は，組議開ネットワークの1っとしての連邦型

ネットワークにも当てはまる O

N 議説

以上の検討に議づき，本節では逮邦型ネット

ワークの経苦戦略と総議能力に関する主要な仮

る。表3のとおり，連邦型ネットワー

クには任意型と委託挫の 2つの類型があるC お

のおののタイプによって，経営戦略は異なるで

あろう。経営戦絡が異なれば，組織能力の蓄磯

と緩関も興なるであろう。

1 経営戦略

ネットワークは，従来鶴居iこ存在して

いた各組識が連合型ネットワーク奇形成し，

整のためにFMOを創設することで連邦型ネッ

トワークへと移行したもので為る。ネットワー

クの強度は抵く，パワーが加盟組織に存在する

ために加盟総織の自律性は大きい。自律的な

加盟組織は， FMOへの強い ち，加盟

組織問でネットワーク全体に関する問題につい

ても強い関与を持つ (Provan，1983)。また，

各加盟組織が自律的に行動する結果として，加

盟総緩翻の活動の葉興は大きくなるであろう。

地方，委夜型ネットワークは， はじめにFM

Oが創設され， F電話Oが加盟組識を募集するα
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図2 連邦型ネットワークにおける接触と散布

接触 散布

。~ 0 

口

~O 
加盟の成員資格は厳しく，ネットワークの強度

は高い。ノfワーが加盟組織ではなく FMOに存

在し， FMOは加盟組織の行動のコントロール

を試みる。その結果，各加盟組織の活動は標準

化されるであろう。したがって，

【仮説 1】任意型ネットワークは差別化戦略を，

委任型ネットワークは非差別化戦略を採用する。

2 組織能力

単一組織と同様に，連邦型ネットワークも探

査と活用の双方を追求しなければならない。た

だい探査と活用のあり方はすべての連邦型ネッ

トワークにおいて等しいとは限らない。連邦型

ネットワークの経営戦略が異なれば，探査と活

用をいかに行うべきかに闘しでも差異が生じる。

Miner & Haunschild (1995) によれば，組

織間ネットワークにおける知識移転の様式は，

①組織聞の水平的な相互作用を通じた接触

(contact)と，②ある組織からネットワーク内

の残りの他組織へと知識を放射する散布 (bro

adcast)，の 2つに大別される。組織間ネット

ワークのうち，特に連邦型ネットワークに対し

てこれら 2つの概念を適用するならば，接触は

加盟組織と加盟組織の間での知識移転であり，

一方，散布はFMOから各加盟組織に対しての

知識移転である(図2)。

以上のように，すでに開発された知識の利用

である活用には，接触と散布の2タイプがある。

それでは，利用に先立つ知識の開発すなわち探

O O 

口:FMO

0:加盟組織

→:知識移転の方向O 。
査は，連邦型ネットワークのどこで行われるの

であろうかovon Hippel (1994)によれば，あ

るタスクを遂行する者とそのタスクに関連する

情報は同居していなければならないへこの考

え方にしたがえば，知識移転を最も効率的に遂

行できるのは，その知識を開発した者である。

したがって，探査の担い手と活用に際しての知

識の送り手は同一でなければならなし、。つまり，

連邦型ネットワークにおける活用の様式が加盟

組織聞の接触の場合，探査の主体は加盟組織で

ある。他方，連邦型ネットワークにおける活用

の様式がFMOを源泉とする散布の場合，探査

の主体はFMOである。探査の主体と活用の様

式は連携していると考えられる。

連邦型ネットワークが非差別化戦略を採用し，

FMOによる戦略形成が行われる場合，各加盟

組織の活動は標準化されており，各加盟組織に

対して知識を一律に適用することは容易である。

他方，連邦型ネットワークが差別化戦略を採用

し，加盟組織による戦略形成が行われている場

合にはこれが不可能であり，各加盟組織は自身

のローカルな環境に適用可能な他の加盟組織の

実践を学習することになる。したがって，非差

19) von Hippel (1994)は情報の粘着性Cinformation
stickiness)という概念を提示している。情報の粘
着性とは，情報の探索者に対して必要な情報を移転

し，利用可能にするためのコストと定義される。情

報が暗黙的で多量な場合，粘着性は高まる。そのた

め，問題解決活動は粘着性のある情報が存在してい
る場所で遂行されることになる。
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別化戦略の場合の活用のあり方は散布が適して

おり，差別化戦略の場合の活用のあり方は接触

が適していると考えられる。活用のあり方と探

査の担い手は連動しているので，以下の仮説が

導出される。

【仮説2】差別化戦略を採用する任意型ネット

ワークにおいては，加盟組織が探査に従事し，

活用パターンは接触である。非差別化戦略を採

用する委任型ネットワークにおいては， FMO 
が探査に従事し，活用パターンは散布である。

活用が行われているとき，知識の送り手と受

け手の聞にはコミュニケーション・チャネルが

構築されている。すなわち，接触型の活用パター

ンでは，加盟組織と他の加盟組織の聞にコミュ

ニケーション・チャネルが構築されており，散

布型の活用パターンでは， FMOと加盟組織の
聞にコミュニケーション・チャネルが構築され

ている。しかし，活用に際して移転される知識

は本質的に粘着性が高い (vonHippel， 1994)。

非粘着的な知識は，活用の当事者間以外でも流

通し得る。

接触型の活用パターンを採用する任意型ネッ

トワークでは， FMOが加盟組織聞の知識移転

を促進・支援するために，情報システムの整備

や加盟組織への助言・連絡といった役割を担う

ことが可能であろう。この場合，加盟組織間だ

けでなく， FMOと加盟組織の聞にもコミュニ
ケーション・チャネルは構築されているであろ

う。粘着性の高い知識は加盟組織聞を流通し，

粘着性の低い知識はFMOと加盟組織の聞を流
通することになるであろう。他方，散布型の活

用パターンを採用する委任型ネットワークでは，

加盟組織聞でのコミュニケーション・チャネル

は粘着性の低い知識移転にとって有用かもしれ

ない。しかし，ネットワーク内での中心性を維

持したいFMOは，このようなチャネルの構築

を望まないであろう。

【仮説3】任意型ネットワークでは，加盟組織

間およびFMOと加盟組織の聞にコミュニケー

ション・チャネルが構築される。委任型ネッ卜

ワークでは， FMOと加盟組織の聞にコミュニ

ケーション・チャネルが構築される。

連邦型ネットワークにおけるパワーの所在が

異なれば，コントロールのあり方も異なってく

るであろう。組織能力の観点からは，コントロー

ルは探査と活用を促進し，連邦型ネットワーク

の競争優位性を向上させるために不可欠である。

パワーがFMOではなく加盟組織に存在する

任意型ネットワークでは，影響力は加盟組織か

らFMOへと流れる。加盟組織は，カネや情報

といった資源の提供，役員派遣，投票等の手段

を通じ， FMOの意思決定や行動のコントロー

ルが可能である。他方， FMOが加盟組織に対
して多大な影響力を行使することは不可能であ

る。加盟組織のコントロールは，自律した加盟

組織それ自身の手で遂行される。

逆に，パワーが加盟組織ではなく FMOに存
在する委任型ネットワークでは，影響力は

FMOから加盟組織へと流れる。加盟組織の意
思決定や行動は， FMOによって大きく影響さ

れる。加盟組織をコントロールする FMOをコ
ントロールできるのは，基本的には連邦型ネッ

トワーク外部の組織や機関(例:上位団体や株

主，政府等)である。しかし，法的に独立した

加盟組織が， FMOによる不快なコントロール
に対して異議を唱えることは可能であろう。こ

の場合，加盟組織は他の加盟組織と結託し，

FMOに対する集合的なコントロールを試みる

であろう。

【仮説4】任意型ネットワークにおいては，加

盟組織のコントロールはセルフ・コントロール

が採用され， FMOのコントロールは加盟組織

によって遂行される。委任型ネットワークにお

いては，加盟組織のコントロールはFMOによっ

て遂行され， FMOのコントロールはネットワー
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表4 任意型ネットワークと委任型ネットワークの経営戦略と組織能力の比較

任意型ネットワーク 委任型ネットワーク

経営戦略 戦略内容 差別化 非差別化

探査 加盟組織による FMOによる

ィ舌用 接触による 散布による

コミュニケーション 加盟組織間および FMOと加盟組織の間で

FMOと加盟組織の間で
組織能力

加盟組織のコントロール 加盟組織のセルフ・コントロー FMOIこよるコントローlレ

ノレ

FMOのコントローノレ 加盟組織によるコントロール 外部機関(あるいは加担組織)

ク外部の機関や加盟組織によって遂行される。

以上提示した 4つの仮説は表4のように整理

される。

V 要約と今後の課題

本稿では，連邦型ネットワークの経営戦略と

組織能力に関する理論的考察を行った。まず，

連邦型ネットワークについての先行研究を検討

し，その上で連邦型ネットワークのマネジメン

卜を分析するための枠組を提示した。さらに，

分析枠組に基づき，連邦型ネットワークの経営

戦略と組織能力に関する 4つの仮説を導出した。

従来の連邦型ネットワークの研究は，経験則

から管理原則を引き出すか， もしくは加盟組織

とFMOの聞のパワー関係に焦点を合わせてき

た制。これに対して本稿では，連邦型ネットワー

ク内部のパワー関係を考慮しつつも，全体の成

果を高めるためのマネジメントのあり方を理論

的に考察した。

最後に，今後の研究課題を提示する。いうま

でもなく，最大の課題は実際の連邦型ネットワー

クのマネジメン卜を本稿の分析枠組に即して詳

20) Provanは， Pfeffer &Salancik (1978)によって体

系化された資源依存モデルに基づき連邦型ネットワー

クにおけるパワー関係を研究している。 Provanet 

al. (1980)， Provan (1983， 1984)を参照。

によるコントロール

細に分析することである。研究方法としては，

①少数の連邦型ネットワークを対象にしたケー

ス・スタディと，②大量の連邦型ネットワーク

をサンプルとしたサーベイ型調査方法の 2つに

大別される。本研究では，現在の連邦型ネット

ワークの研究段階を考慮して，もっぱら①のケー

ス・スタディをt采用する。
実際の連邦型ネットワークの分析にあたって

は，さらに以下の 2つの課題が残っている。

(1) 探査と活用の把握

探査と活用の聞の境界は， ものの見方によっ

て異なる CLevinthaland March， 1993)。例

えば，社内ベンチャーは，既存の能力あるいは

知識の活用であると同時に，新事業開発に成功

する場合には探査でもある。 Doz(997) によ

ると，探査に必要なものは，未充足のニーズを

発見し，新たなドメインを創造することである。

この探査と活用の聞の境界はドメインの観点か

ら定義できる。今後の研究では，探査をドメイ

ン再定義(拡大あるいは変更)のための学習，

他方，活用をドメイン充実のための学習として

理解することが1つの手掛かりとなる。

連邦型ネットワーク内のある組織(加盟組織

またはFMO)が新製品・サービスの開発に成

功した場合，その事象は探査として把握可能で

ある。新製品・サービスの開発は，連邦型ネッ

トワークのドメインの再定義につながるからで

ある。他方，連邦型ネットワーク内のある組織
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で開発された新製品・新サービスが他組織によっ

て追随され，なおかっ両組織の聞にコミュニケー

ションがあれば，その事象は活用として把握可

能である。追随行為は，連邦型ネットワークの

ドメインを再定義するものではないが，局所的

に提供されていた新製品・サービスを連邦型ネッ

トワークの他の部分へと波及することで， ドメ

インの充実につながるからであるヘ

(2) ダイナミック・ケイノfピリティ

探査と活用は一度の事象ではなく，反復的な

事象である。この反復が，連邦型ネットワーク

の競争力にいかなる影響を及ぼすかが考察され

なければならなし、。 Teeceet al. (1997) は，

企業が長期的に経営プロセスを効果的なものに

する能力をダイナミック・ケイパビリティ

(dynamic capability) と呼んでいる。連邦型

ネットワークの能力も，長期的な視点から考察

される必要がある。

これらの 2点が明らかにされるならば，近年

注目を集めている連邦型ネットワークのマネジ

メント研究は飛躍的に発展することになろう。
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